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（総則）

第１条　令和4年度宮代町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) １５，０００ 件

(2) ４，００１，０００ ㎥

(3) １０，９６２ ㎥

(4)

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款 ８６２，４１８ 千円

第１項 ７５４，２８０ 千円

第２項 １０８，１１８ 千円

第３項 ２０ 千円

第１款 ７５９，１２２ 千円

第１項 ７３７，３８２ 千円

第２項 １６，６３０ 千円

第３項 １１０ 千円

第４項 ５，０００ 千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不

　足する額４９５，４９４千円は、建設改良積立金１３８，４９２千円、減債積立金３０，０００千円、

　当年度分消費税資本的収支調整額２８，８８３千円、過年度分損益勘定留保資金２９８，１１９千円

　で補てんするものとする。)。

第１款 ３４８，２３０ 千円

第１項 ３２５，１００ 千円

第２項 ２，４２０ 千円

第３項 ２０，７００ 千円

第４項 １０ 千円

第１款 ８４３，７２４ 千円

第１項 ６８１，８３５ 千円

第２項 １３８，９２８ 千円

第３項 ２２，９６１ 千円

令和4年度宮代町水道事業会計予算

主な建設改良事業

給 水 件 数

企 業 債 償 還 金

支　　　　　出

負 担 金

資 本 的 支 出

収　　　　　入

一 日 平 均 給 水 量

建 設 改 良 費

企 業 債

補 助 金

営 業 費 用

老朽管布設替工事

営 業 外 収 益

特 別 損 失

事 業 費 用

予 備 費

収　　　　　入

固定資産売却代金

年 間 総 給 水 量

特 別 利 益

事 業 収 益

資 本 的 収 入

支　　　　　出

固定資産購入費

営 業 収 益

営 業 外 費 用



（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1)

(2)

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に流用し、又は

　これら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(1) ３７，２０２ 千円

(2) ３０ 千円

（たな卸資産の購入限度額）

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、５，０００千円と定める。

令和４年２月１７日　提出

埼玉県南埼玉郡　宮代町長　新　井　康　之

次亜塩素酸ナトリウム購入に要する額

水道料金システム電算処理業務委託（単価契約）に要する額

次亜塩素酸ナトリウム購入単価契約

水道料金システム電算処理業務委託（単価契約）

令和５年度

令和５年度

職 員 給 与 費

資本的支出における各項間の流用

事　　　　　　　項 期　　間

交 際 費

収益的支出における各項間の流用

年４．０％
以内

普 通 貸 借
又は

証 券 発 行
３２５，１００千円

償還の方法起債の目的

限　　度　　額

政府資金についてはその融資条件によ
り、銀行その他の場合には、その債権
者と協定する事項による。ただし、企
業財政その他の都合により据置期間及
び償還期間を短縮し、又は繰上償還若
しくは低利に借換えることができる。

限度額 起債の方法 利率

配水管整備事業
及び

浄水場施設整備
事業



令和4年度宮代町水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　入

1

1

1

2

3

2

1

2

3

4

3

1

2

支　　　　　　　出

1

1

1

2

3

4

5

6

2

1

2

3

3

1

2

4

1

10

長 期 前 受 金 戻 入 70,407

過 年 度 損 益 修 正 損 100

333,159

110

予定額（千円）

固 定 資 産 売 却 損

737,382

5,000予 備 費

支 払 利 息 16,610

10

予 備 費 5,000

特 別 損 失

雑 支 出 10

16,630

消 費 税

4,095

営 業 外 費 用

そ の 他 営 業 費 用 20

70,887

資 産 減 耗 費

減 価 償 却 費 255,642

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費 73,579

款 項

特 別 利 益

総 係 費

目

営 業 費 用

事 業 費 用

受取利息及び配当金 150

備　　考

消 費 税 還 付 金 35,191

22,230

分 担 金 43,010

営 業 外 収 益 108,118

そ の 他 営 業 収 益

754,280

款 項 目 予定額（千円）

事 業 収 益 862,418

給 水 収 益 689,040

過 年 度 損 益 修 正 益 10

備　　考

営 業 収 益

2,370

759,122

10

雑 収 益

固 定 資 産 売 却 益

20



資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　入

1

1

1

2

1

3

1

4

1

支　　　　　　　出

1

1

1

2

1

3

1

款 項 目 予定額（千円） 備　　考

2,420

固 定 資 産 売 却 代 金

固定資産売却代金

固 定 資 産 購 入 費

固定資産購入費 22,961

22,961

企 業 債 償 還 金 138,928

138,928元 金 償 還 金

建 設 改 良 費

建 設 改 良 費 681,835

681,835

資 本 的 支 出 843,724

10

10

工 事 負 担 金

負 担 金

資 本 的 収 入 348,230

2,420

企 業 債 325,100

項 目 予定額（千円）款 備　　考

20,700

20,700

県 補 助 金

補 助 金

企 業 債 325,100



１ 総　括

給料 手当 計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

給　与　費　明　細　書

4,633

△ 70

840

比 較 △ 78△ 10 228

280

0

管理職員
特別勤務

手当

（千円）

45

45

△ 346 0

管 理 職
手　　当

（千円）

0

0

4,020

前 年 度

法定福利費 合　　計

通勤手当

1,236

住居手当

本 年 度

6,601

6,483

△ 831

3,45678 350

30,601

31,514

△ 913

0

区　　分

37,202

37,997

△ 795

（千円）（千円） （千円）

0

0

勤勉手当

118

超過勤務
手　　当

58

期末手当

（千円） （千円）

3,110564

336 840

1,226 0

（千円）

0

前年度

比較

△ 613

区　　　　分

本年度

職　員　数

0

特別職

（人）

手
 
当
 
の
 
内
 
訳

地域手当 扶養手当

給　　　　与　　　　費

11,033

11,864

報酬

19,568

19,650

（千円）

△ 82

5

5

一般職

（人）

948

890

（千円）



２ 給料及び手当の増減額の明細

給与改定に伴う増減分

平均昇給率

職員数の異動状況

本年度 人 人 人

前年度 人 人 人

増　減 人 人 人

採用・退職・会計間の異動等状況

R3.1.2～R4.1.1 採用等　1人　退職等1人

R4.1.2～ 採用等　1人　退職等1人

（見込） （見込）

期末手当 千円

地域手当 千円

期末手当 千円

勤勉手当 千円

地域手当 千円

扶養手当 千円

住居手当 千円

通勤手当 千円

超過勤務手当 千円

期末手当 千円

勤勉手当 千円

△ 82

昇 給 に 伴 う 増 加 分

給与改定によ

5

0

による減額　

る手当額変更

△ 217

△ 381

数×12月(4,325円

給 料

現に在職する職員

そ の 他 の 増 減 分

228

△ 70

会計間の異動

等による増減

等による増減

昇 給 に 伴 う 増 加 分

△ 441

5

採用、退職、

58

（その他）（　計　）

35

平均昇給間差額×208

5

△ 23

採用、退職、

1.31%

×4人×12月）

13

△ 78

45

会計間の異動

（千円）

増 減 額

（千円）

増　減　事　由　別　内　訳
区　分 備　　　　　　　　　　考

△ 831 給与改定に伴う増減分

△ 707

手 当

5

△ 217

93

0

そ の 他 の 増 減 分 △ 290

現に在職
する職員数

説　　明



３ 給料及び手当の状況 

(1)職員一人当たりの給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

(2)初　任　給

一 般 会 計 の 制 度

行　 政　 職　（円）

(3)級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

（一般行政職）
区　　　　　　　　　　分

区　　　　分

令和３年１月１日現在

４級

1

5

188,800

職　　　　種

0.00

100.00

一　　般　　行　　政　　職

２級

主　任 主　事

20.00

20.00

20.00

155,000

1

平 均 給 料 月 額

級

５級 ３級

区　　　分

20.00

20.00

１級

平 均 年 齢

高　　　　校　　　　卒

46.03

級

12

3

3

一 般 行 政 職 （円）

4

155,000

188,800

令和４年１月１日現在

大　　　　学　　　　卒

372,332

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢 46.01

平 均 給 料 月 額 325,725

364,969

334,600

平 均 給 与 月 額

令和４年１月１日現在

1

20.00

職　員　数　（人） 構　成　比（％）

6

1

20.005 1

20.00

1

1

1

計

0 0.00

計

20.00

4

5

0

5

副　課　長

6

主　幹 主　査

2

1 20.00

課　長

令和３年１月１日現在

職　　務

６級

1

1

100.00



(4)昇　　給

　職　員　数（Ａ）（人）

　昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

　比率（Ｂ）／（Ａ）　（％）

　職　員　数（Ａ）（人）

　昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

　比率（Ｂ）／（Ａ）　（％）

(5)期末手当・勤勉手当

支 給 期 別 支 給 率

(6)定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

(7)その他の手当

80.00 80.00

一般行政職

5

号給数別内訳
　4号給　　（人）

有

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

4

80.00

合　計

埼玉県市町村
総合事務組合

埼玉県市町村
総合事務組合

その他の
加算措置等

備　　考

定年前早期
退職特例措置

　2号給　　（人）

4

区　　　　　　　分

本
　
　
年
　
　
度

（月分）

4

　4号給　　（人）

　6号給　　（人）

5

　8号給　　（人）

4

0

0

前 年 度 2.225

　6号給　　（人）

区　　　　分
支 給 率 計

６月（月分）

号給数別内訳

　2号給　　（人）

　8号給　　（人）

12月（月分）

33.27075

4.302.075

2.150 2.150

定年前早期
退職特例措置

有

4.30

備　　考

通 勤 手 当 同　　　　じ

24.586875 47.709

住 居 手 当 同　　　　じ

地 域 手 当 同　　　　じ

2.150 2.150

本 年 度

47.709

扶 養 手 当

一般会計の制度との異同区　　　　　分

4.30

有

区　　分 20年勤続の者

同　　　　じ

25年勤続の者

一般会計の制度
（支 給 率 等）

24.586875 33.27075

35年勤続の者

差　 異　 の　 内　 容

47.709支給率等

前
　
　
年
　
　
度

4

80.00

最 高 限 度

47.709

5

一般会計の制度

0

4 4

4

0

0

0

0

0

0 0

0

0

5



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

40,00040,00040,000

298,400 141,600

298,400 181,600

款 項 事業名

前前年
度末ま
での支
払義務
発生額

県
補助金

左の
財源
内訳

起　債
内　部
留　保
資　金

全体計画

当　該
年　度
支　払
義　務
発　生
予定額

当　該
年度末
までの
支　払
義　務
発　生
予定額

翌年度
以降の
支　払
義　務
発　生
予定額

継続費
の総額
に

対する
進捗率年度 年割額

前年度
末まで
の支払
義務発
生（見
込）額

1資本的
1支　出

1建　設
1改良費

1浄水場
1施　設
1整　備
1事　業

3 40,000

令和

8.3

令和

4 440,000 440,000 440,000

継　続　費　に　関　す　る　調　書

91.7

計
480,000 40,000 440,000 480,000 100.0



現年度に係る分

左の財源

内　　訳

限度額

に同じ

水道料金システム電算
処理業務委託(単価契約）

に要する額
令和5年度

限度額 限度額

に同じ に同じ

義務発生予定額事　　　　　　　項

限度額

に同じ

　水道料金システム電算
　処理業務委託(単価契約)

金　　額期　　間 金　　額

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

期　　間

　次亜塩素酸ナトリウム
  購入単価契約

限　度　額

次亜塩素酸ナトリウム
購入に要する額

令和5年度

前年度末までの支払

義務発生（見込）額

事業収益

当該年度以降の支払



（単位　千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

資産減耗費

長期前受金戻入

受取利息及び受取配当金

支払利息

未収金の増減額

未払金の増減額

貸倒引当金の増減額

賞与引当金の増減額

貯蔵品の増減額

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出

補助金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良企業債による収入

建設改良企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加（減少）額

資金期首残高

資金期末残高

16,610

△ 19,509

44,352

255,642

4,085

△ 70,407

令和4年度宮代町水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

△ 500

230,072

150

△ 16,610

0

△ 112

61

（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）

△ 150

1,006,271

788,453

△ 138,928

186,172

△ 217,818

213,612

△ 640,722

23,120

△ 617,602

325,100



（単位　千円）

資　　産　　の　　部

１　固　定　資　産

(1)

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

(2)

イ

２　流　動　資　産

(1)

(2)

(3)

5,501,017

6,391,428

890,411

4,196

資 産 合 計

減価償却累計額 1,023

99,895

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

固 定 資 産 合 計

現 金 ・ 預 金

△ 8,379

923,494

無 形 固 定 資 産

土 地

200,936

建 物

構 築 物

減価償却累計額

6,103

減価償却累計額 4,074,361

車 両 運 搬 具

374,602

未 収 金

電 話 加 入 権 237

無 形 固 定 資 産 合 計 237

97,762

△ 5,080

18,015

5,500,780

93,374

788,453

工具、器具及び備品

減価償却累計額 9,636

有 形 固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

貯 蔵 品

8,733,095

貸 倒 引 当 金 △ 2,133

△ 4,658,734

建 設 仮 勘 定

2,615,482

△ 1,691,988

令和4年度宮代町水道事業予定貸借対照表

（令和5年3月31日）

有 形 固 定 資 産

197,956

△ 173,666



負　　債　　の　　部

３　固　定　負　債

(1)

イ

(2)

イ

４　流　動　負　債

(1)

イ

(2)

(3)

(4)

イ

(5)

５　繰　延　収　益

(1)

1,123,772

1,105,178

1,105,178

119,412

18,594

197

引 当 金

長 期 前 受 金

未 払 金

繰 延 収 益 合 計

393,501

引 当 金

長期前受金収益化累計額

1,302,445

△ 2,193,839

負 債 合 計

18,594

企 業 債

前 受 金

企 業 債 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

250,000

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

119,412
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

修 繕 引 当 金

賞 与 引 当 金

3,496,284

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計 3,351

2,819,718

20,541預 り 金

3,351

企 業 債

固 定 負 債 合 計



資　　本　　の　　部

６　資　　本　　金

７　剰　　余　　金

(1)

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

(2)

イ

ロ

ハ

ニ

注記

１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法

 先入先出法による原価法によっている。

（２）固定資産の減価償却の方法

（ア）有形固定資産

・減価償却の方法　　定額法

・主な耐用年数

建物　　７年～５０年　　　構築物　　９年～６０年　　　機械及び装置　　４年～３０年

（イ）無形固定資産

・非償却資産（電話加入権）

2,996,478

当年度未処分利益剰余金

0

3,571,710

負 債 資 本 合 計

575,232

0

6,391,428

目 的 別 分 担 金

工 事 負 担 金

資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

9,531

535,417

0

479,417

14,000

寄 附 金

39,815

剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

建 設 改 良 積 立 金

補 助 金

利 益 積 立 金

42,000減 債 積 立 金

30,281

資 本 剰 余 金 合 計

3

0

口 径 別 分 担 金



（３）引当金の計上方法

（ア）退職給付引当金

　職員の退職手当は、一般会計が負担することになっているため、退職給付引当金は計上していない。

（イ）賞与引当金

　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当年度末におけ

る支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

（ウ）貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計上している。

（４）消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２　貸借対照表に関する注記 　

（１）引当金の取り崩し

（ア）賞与引当金

　当年度において、職員の期末手当・勤勉手当６月分(法定福利費を含む。）を支給するため、賞与引当

金３，２９０千円を取り崩すこととする。

（イ）貸倒引当金

　当年度において、不納欠損による損失を計上するため、貸倒引当金２９６千円を取り崩すこととする。

３　その他の注記

（１）修繕引当金に係る経過措置

　平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すことと

する。



（単位　千円）

１　営　 業　 収　 益

(1)

(2)

(3)

２　営　 業　 費　 用

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

３　営　業　外　収　益

(1)

(2)

(3)

４　営　業　外　費　用

(1)

(2)

５　特　 別　 利　 益

(1)

(2)

６　特　 別　 損　 失

(1)

(2)

令和3年度宮代町水道事業予定損益計算書（前年度分）

（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）

0 0過 年 度 損 益 修 正 損

当年度未処分利益剰余金 266,573

当 年 度 純 利 益

その他未処分利益剰余変動額 235,800

30,773

58,470

経 常 利 益 30,773

固 定 資 産 売 却 益 0

0

固 定 資 産 売 却 損 0

0

前年度繰越利益剰余金

705,414

営 業 利 益 △ 27,697

受 取 利 息 及 び 配 当 金 250

長 期 前 受 金 戻 入 75,638

雑 収 益

減 価 償 却 費 254,578

資 産 減 耗 費 6,158

そ の 他 営 業 費 用 0

原 水 及 び 浄 水 費 307,376

配 水 及 び 給 水 費 67,241

総 係 費 70,061

給 水 収 益 619,740

そ の 他 営 業 収 益 18,877 677,717

分 担 金 39,100

78,103

雑 支 出 330 19,633

過 年 度 損 益 修 正 益 0 0

支 払 利 息 19,303

2,215



（単位　千円）

資　　産　　の　　部

１　固　定　資　産

(1)

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

(2)

イ

２　流　動　資　産

(1)

(2)

(3)

建 設 仮 勘 定 101,938

流 動 資 産 合 計 1,088,108

資 産 合 計 6,208,130

未 収 金 80,386

貸 倒 引 当 金 △ 2,245 78,141

貯 蔵 品 3,696

無 形 固 定 資 産 合 計 237

固 定 資 産 合 計 5,120,022

現 金 ・ 預 金 1,006,271

有 形 固 定 資 産 合 計 5,119,785

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権 237

減価償却累計額 △ 4,857 1,246

工具、器具及び備品 14,185

減価償却累計額 △ 10,516 3,669

機 械 及 び 装 置 2,221,442

減価償却累計額 △ 1,624,332 597,110

車 両 運 搬 具 6,103

減価償却累計額 △ 166,612 207,990

構 築 物 8,498,572

減価償却累計額 △ 4,488,696 4,009,876

令和3年度宮代町水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（令和4年3月31日）

有 形 固 定 資 産

土 地 197,956

建 物 374,602



負　　債　　の　　部

３　固　定　負　債

(1)

イ

(2)

イ

４　流　動　負　債

(1)

イ

(2)

(3)

(4)

イ

(5)

５　繰　延　収　益

(1)

負 債 合 計 2,680,772

長 期 前 受 金 3,473,164

長期前受金収益化累計額 △ 2,123,432

繰 延 収 益 合 計 1,349,732

引 当 金 合 計 3,290

預 り 金 20,541

流 動 負 債 合 計 412,955

未 払 金 250,000

前 受 金 197

引 当 金

賞 与 引 当 金 3,290

固 定 負 債 合 計 918,085

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

138,927

企 業 債 合 計 138,927

企 業 債 合 計 899,491

引 当 金

修 繕 引 当 金 18,594

引 当 金 合 計 18,594

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

899,491



資　　本　　の　　部

６　資　　本　　金

７　剰　　余　　金

(1)

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

(2)

イ

ロ

ハ

ニ

注記

１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法

 先入先出法による原価法によっている。

（２）固定資産の減価償却の方法

（ア）有形固定資産

・減価償却の方法　　定額法

・主な耐用年数

建物　　７年～５０年　　　構築物　　９年～６０年　　　機械及び装置　　４年～３０年

（イ）無形固定資産

・非償却資産（電話加入権）

剰 余 金 合 計 530,880

資 本 合 計 3,527,358

資 本 剰 余 金 合 計 39,815

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

負 債 資 本 合 計 6,208,130

建 設 改 良 積 立 金 138,492

当年度未処分利益剰余金 266,573

利 益 剰 余 金 合 計 491,065

72,000

利 益 積 立 金 14,000

目 的 別 分 担 金 9,531

口 径 別 分 担 金 30,281

受 贈 財 産 評 価 額 0

寄 附 金 3

補 助 金 0

工 事 負 担 金 0

資 本 剰 余 金

2,996,478



（３）引当金の計上方法

（ア）退職給付引当金

　職員の退職手当は、一般会計が負担することになっているため、退職給付引当金は計上していない。

（イ）賞与引当金

　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当年度末におけ

る支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

（ウ）貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計上している。

（４）消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２　貸借対照表に関する注記 　

（１）引当金の取り崩し

（ア）賞与引当金

　当年度において、職員の期末手当・勤勉手当６月分(法定福利費を含む。）を支給するため、賞与引当

金３，３５３千円を取り崩すこととする。

（イ）貸倒引当金

　当年度において、不納欠損による損失を計上するため、貸倒引当金２１５千円を取り崩すこととする。

３　その他の注記

（１）修繕引当金に係る経過措置

　平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すことと

する。



（単位　千円）

1

1

1

1

2

1

3

1

2

3

2

1

2

1

3

1

4

1

2

3

1

1

2

1

営業外収益

受 取 利 息
及び配当金

1

令和4年度宮代町水道事業会計予算実施計画明細書

2,360

固定資産売却益

10

35,191

消費税還付金

20

70,407

消費税及び地方消費税還付金

下水道使用料徴収事務委託料雑 収 益

108,118

飲料水兼用耐震性貯水槽維持管理費

使用済メーター売却代金

預 金 利 息

150

手 数 料

分 担 金

口径別分担金

営 業 収 益 754,280

事 業 収 益

款　　　項

689,040給 水 収 益

43,010

862,418

節 金　　額

有収水量見込　3,480,000㎥

長期前受金戻入額

給水装置工事の設計審査・工事検査手数料

給水戸番図

定期預金利息・普通預金利息

21,370

495

259

給水件数　　　　15,000件

3,677消火栓緊急修繕

指定給水装置工事事業者の指定変更手数料

110

各　　　　　　目　　　　　　明　　　　　　細

689,040

13㎜　　　　20 件43,010

目 予 定 額

水道水使用料

附　　　　　　　記

35,530

6,600

441

850

16,498

農業集落排水使用料徴収事務委託料

90

880

指定給水装置工事事業者の指定手数料

20㎜　　  　85 件

460

10

口径変更　　10 件

材料売却収益

22,230

10

その他雑収益

35,191

営 業 収 益

固 定 資 産

そ の 他

150

10

特 別 利 益

不用品売却収益

雑 収 益

還 付 金

長期前受金

消 費 税

修 正 益

過年度損益

売 却 益

戻 入 70,407

2,370

10

過年度損益修正益

長期前受金戻入

土地賃貸料・事務所使用料等

10

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　入

190



（単位　千円）

1

1

1

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

2

1

2

3

31,000

2,000

359

13,007薬 品 費

手 当

給 料

期末手当

賞与引当金繰入額(勤勉手当）

2,811

地域手当

職員給料　　

1,695

賞与引当金繰入額(勤勉手当）

42,634

手 数 料

235,645

117

浄化槽法定検査手数料

勤勉手当

回線使用料

発電機燃料費

29,502

159

浄化槽保守点検業務委託料

489

73,579

浄・配水場電話料

浄・配水場維持管理業務委託料

629

受 水 費

賞与引当金繰入額

給 水 費

配 水 及 び

495

賞与引当金繰入額 665

10

原 水 及 び 333,159

給 料

営 業 費 用

浄 水 費

手 当

款　　　項

事 業 費 用

予 定 額
各　　　　　　目　　　　　　明　　　　　　細

737,382

759,122

目
節 金　　額

4,758

附　　　　　　　記

24

740

地域手当2,038

賞与引当金繰入額(期末手当）

管理職手当

371

通勤手当

勤勉手当

308

期末手当

職員給料　　

294

水質検査委託料

消防設備保守点検業務委託料

浄・配水場管理運営用消耗品

360

管理職員特別勤務手当 20

職員出張旅費

161

浄・配水場各設備保守点検業務委託料

700

66

高圧受電設備保守点検業務委託料

28

564

8,360

次亜塩素貯留槽清掃業務委託料

18

144

第1・第2浄水場、宮東配水場及び取水井電気料

浄・配水場施設修繕費

3,346

17

放射線物質等水質検査手数料

予備費

修 繕 費

動 力 費

県水受水量　　3,467,500㎥

50

保菌検査手数料

次亜塩素酸ナトリウム購入費

賞与引当金繰入額(期末手当）

超過勤務手当

169

358

通勤手当 120

314

398

200

燃 料 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

140

336

支　　　　　　　出

旅 費

586

住居手当

備 消 品 費



4

5

6

7

8

9

3

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

15,496

金　　額

旅 費

228

通勤手当 136

480

埼玉県市町村職員共済組合負担金

2,395

賞与引当金繰入額(期末手当）

帳票等印刷費

7,677

超過勤務手当

職員給料　　

20,240

7,524

配水管洗浄作業業務委託料

漏水調査業務委託料

給水装置工事受付業務委託料

量水器取替工事費

緊急用備品購入費

各　　　　　　目　　　　　　明　　　　　　細

委 託 料 水道施設情報管理システム補正業務委託料

賞与引当金繰入額

光 熱 水 費

48,366

燃 料 費

3,015

住居手当

期末手当

6,062

勤勉手当

委 託 料

590

539

777

地域手当

賞与引当金繰入額(勤勉手当）

警備委託料

40

4,488

624

30

総 係 費

手 当

給 料

路面復旧工事費

11,999

3,000

1,752

電磁流量計維持管理委託料

10

節

備 消 品 費

款　　　項

90

目

給配水管等修繕費

5,016

15,366

職員出張旅費

乙・丙止水栓、止水栓筺、量水器筺

220

附　　　　　　　記

町長交際費

63

7,819

749

管理職員特別勤務手当

管理職手当

502

1,300

980

598

1,011

5,999

プロパンガス代

30,951 上下水道料金等徴収業務委託料

電算保守委託料

198

備 消 品 費

交 際 費

60

通 信 運 搬 費

予 定 額

1,481

法 定 福 利 費

旅 費

公務災害負担金

郵便料金

事務用品等

1,055

28,908

清掃委託料

宮東配水場電話料・携帯電話使用料

賞与引当金繰入額(法定福利費）

コンビニ収納手数料 1,156

288

複写機保守料

職員出張旅費

198

車両ガソリン代

テレビ受信料 22

25

修 繕 費

材 料 費

路 面 復 旧 費

印 刷 製 本 費

70,887

手 数 料 2,088 口座振替等手数料 800

2,327



13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

4

5

1

2

6

1

2

2

1

1

2

1

3

1

3

1

1

2

1

土地賃借料

款　　　項

雑 支 出

過年度損益

10

有形固定資産
減 価 償 却 費

10

4,085

予 定 額

補 償 金

手 数 料

モップ等借上料

賃 借 料

節

貸倒引当金繰入額

2,406

研 修 費

修 繕 費

10

公 課 費

データ伝送システム手数料

その他雑支出

消 費 税 10

10

10

110

固 定 資 産

特 別 損 失

修 正 損

100

固定資産売却損売 却 損

過年度損益修正損

営業外費用 16,630

支 払 利 息

雑 支 出

企 業 債 利 息

16,610

営 業 費 用 材料売却原価

たな卸資産減耗費

そ の 他 20

固定資産除却費

資産減耗費 4,095

目

7

600

42

296

車検時諸費用等

184

2,890

職員研修費

車両重量税・印紙代

車両任意保険料・自賠責保険料 165

建物

構築物 174,638

財務省財政融資資金

6,608

71,688

7,054

機械及び装置

工具器具及び備品 2,039

100

10,002

金　　額

74

地方公共団体金融機構

16,610

10

1,022

負 担 金

圧着機購入にかかる負担金

日本水道協会外会費負担金

埼玉県市町村総合事務組合負担金(退職手当)

603

2,132

93

7

貸倒引当金繰入額

構築物・機械及び装置

複写機リース料

132

各　　　　　　目　　　　　　明　　　　　　細

2,271

附　　　　　　　記

水道システムソフトウェアレンタル料

35

車両点検整備費等

255,642

10

10

雑 費

10

消 費 税

減価償却費

1

155

車両運搬具 223

保 険 料 850水道賠償・機械設備損害保険料

火災保険料

255,642



4

1

1

5,000

予 備 費 5,000

各　　　　　　目　　　　　　明　　　　　　細

節 金　　額

予 備 費

款　　　項 目

予 備 費

附　　　　　　　記

5,000

予 定 額



（単位　千円）

1

1

1

1 企業債による借入金

2

1

1

3

1

1 埼玉県生活基盤施設耐震化等補助金

4

1

1

（単位　千円）

1

1

1

1

2

1

1

3

1

1

2

資 本 的 収 入

企 業 債

県 補 助 金

固 定 資 産

電算システム入替10,660

附　　　　　　　記

工具器具及び備品

目

工事負担金

負 担 金

款　　　項

資 本 的 支 出

補 助 金

目

売 却 代 金 固 定 資 産

売 却 代 金

企 業 債

償 還 金 元金償還金

22,961

購 入 費 固 定 資 産 22,961

138,928

固 定 資 産

元 金 償 還 金

138,928

浄水場施設整備事業 446,662

138,928 90,215

48,713

235,173681,835 配水管整備事業建 設 改 良 費

建設改良費 681,835

681,835建設改良費

附　　　　　　　記

各　　　　　　目　　　　　　明　　　　　　細
予 定 額

金　　額節

固定資産売却代金

支　　　　　　　出

款　　　項

20,700

10

10

2,420

20,700

10

348,230

予 定 額

資　本　的　収　入　及　び　支　出

各　　　　　　目　　　　　　明　　　　　　細

2,420 1,100

1,320

配水管切回し工事等に伴う負担金

消火栓工事等に伴う負担金

財務省財政融資資金

企 業 債

325,100

節

収　　　　　　　入

金　　額

843,724

2,420

購 入 費

20,700

機械及び装置

企 業 債 325,100

工 事 負 担 金

12,301

県 補 助 金

新規量水器購入費　　

地方公共団体金融機構

325,100


